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平成１７年３月期決算短信(連結)に関する追加情報のお知らせ 
 
 
 

平成１７年４月２７日に発表いたしました「平成１７年３月期決算短信(連結)」について、下記 

事項を追加いたしますので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．税効果会計関係：別紙１のとおり 

 

２．退職給付関係：別紙２のとおり 

 

 

 

以  上 



 

税 効 果 会 計 関 係 

 
１．繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別内訳 

                          （単位：百万円） 
(繰延税金資産) 
                         当連結会計年度          前連結会計年度 
                          自 平成 16年 4月 1 日    自 平成 15年 4月 1 日 
                          至 平成 17年 3月 31日    至 平成 16年 3月 31日 
  賞与引当金限度超過額   ２,５１４   ２,７４９   
  退職給付引当金限度超過額  ４,９１５  ５,６１０   
  減価償却超過額  １,５４９  １,１８７   
  その他  ２,２５１  ２,０３６   
  繰延税金資産合計  １１,２２９  １１,５８２   
 
                                                                               （単位：百万円） 
(繰延税金負債) 

当連結会計年度          前連結会計年度 
                          自 平成 16年 4月 1 日    自 平成 15年 4月 1 日 
                          至 平成 17年 3月 31日    至 平成 16年 3月 31日 
  固定資産圧縮積立金  ３,９７１  １,９７９   
  その他有価証券評価差額金  ３００  ２９３   
  その他  １９  １９   
  繰延税金負債合計  ４,２９０  ２,２９１   
  (繰延税金資産の純額)  ６,９３９  ９,２９１   

 
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の 
 原因となった主要な項目別の内訳 
 

当連結会計年度          前連結会計年度 
                          自 平成 16年 4月 1 日    自 平成 15年 4月 1 日 
                          至 平成 17年 3月 31日    至 平成 16年 3月 31日 
  法定実効税率  ４０.７ ％   ４２.０ ％  
  ( 調 整 )        
  交際費等永久に損金に算入されない項目  ２.４ ％  ３.２ ％  
  受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △１.３ ％  △１.２ ％  
  住民税均等割  １.０ ％  １.６ ％  
  減損損失  １.５ ％  －    
  税率変更による期末繰延税金資産の減額修正    －   ０.７ ％  
  その他  ４.３ ％  ３.３ ％  
  税効果会計適用後の法人税等の負担率  ４８.６ ％  ４９.６ ％  

 
 

 

( ( ) ) 

  ( ) (  ) 

(  ) ( ) 

別紙１ 



 

            退 職 給 付 関 係 
 
１．採用している退職給付制度の概要 
   当社及び国内連結子会社は、退職一時金制度及び確定給付型の制度として、適格退職年金制度 
    を設けている。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給 
    付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合がある。 
   
２．退職給付債務に関する事項                          （単位：百万円） 
                        当連結会計年度          前連結会計年度  
                    （平成 17 年 3 月 31日現在）（平成 16 年 3 月 31 日現在） 
 ① 退職給付債務  △３５,４１９  △３６,５７０   
 ② 年金資産  １３,２５０  １２,９７８   
 ③ 未積立退職給付債務（①＋②）  △２２,１６９  △２３,５９２   
 ④ 未認識数理計算上の差異  ９,２８０  ８,３７２   
 ⑤ 連結貸借対照表計上額純額（③＋④）  △１２,８８９  △１５,２２０   
 ⑥ 前払年金費用  ５  ８   
 ⑦ 退職給付引当金（⑤－⑥）  △１２,８９４  △１５,２２８   

(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 
 
３．退職給付費用に関する事項 
                                                                               （単位：百万円） 
                       当連結会計年度          前連結会計年度 
                          自 平成 16年 4月 1 日    自 平成 15年 4月 1 日 
                          至 平成 17年 3月 31日    至 平成 16年 3月 31日 
 ① 勤務費用  １,８６６  １,８６１   
 ② 利息費用  ５８６  ６３７   
 ③ 期待運用収益  △２３０  △１５   
 ④ 数理計算上の差異の費用処理額  ７８５  ８３５   
 ⑤ 退職給付費用（①＋②＋③＋④）  ３,００７  ３,３１８   

 
当連結会計年度 

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付 
費用は、｢①勤務費用｣に計上している。 

 

 
前連結会計年度 

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付 
費用は、｢①勤務費用｣に計上している。 
 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 
                       当連結会計年度         前連結会計年度  
                          自 平成 16年 4月 1 日    自 平成 15年 4月 1 日 
                          至 平成 17年 3月 31日    至 平成 16年 3月 31日 
 ①退職給付見込額の期間配分方法 
 ②割引率 
 ③期待運用収益率 
 ④数理計算上の差異の処理年数 

       期間定額基準 
       1.7% ～ 2.5% 
       0.0% ～ 2.0% 
       12 年 ～ 20 年 

       期間定額基準 
       1.7% ～ 3.5% 
       0.0% ～ 4.5% 
       12 年 ～ 20年 
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別紙２ 


